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行政書士法施行細則 
（昭和２６年３月２７日  規則第１８号） 

 

 

（合格証明書の交付） 

第 １ 条 行政書士試験の施行に関する定め（平成１１年自治省告示第２５０号）第５に規定する合格

証を破り、汚し、又は失つた者は、行政書士試験合格証明書（第１号様式）の交付を申請することが

できる。 

（指定試験機関の事務所に対する立入検査の証明書） 

第 ２ 条 行政書士法（昭和２６年法律第４号。以下「法」という。）第４条の１２第３項の規定によ

る職員の身分を示す証明書は、第２号様式とする。 

（業務に関する帳簿の記載事項） 

第 ３ 条 法第９条第１項に規定する知事の定める事項は、受託番号とする。 

（行政書士の事務所に対する立入検査の証票） 

第 ４ 条 法第１３条の２２第２項の規定による当該職員の身分を示す証票は、第３号様式とする。 

（会員に関する定例報告） 

第 ５ 条 法第１７条第１項の規定による報告は、毎年７月１日現在の状況について８月３１日までに

行うものとする。 

 

 

附  則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 第９条から第１２条まで、第１５条、第１６条及び第１８条の規定は、法附則第４項の規定により

行政書士の業務を行うことができる者に準用する。但し、第９条中「行政書士試験合格証又は行政書

士となる資格を有することを証明する書面」とあるのは「法附則第４項に該当する者であることを証

明する書面」と、第１０条第１項中「３行政書士試験合格番号及び年月日（法第２条第２項各号の資

格を有する者については、その資格）」とあるのは「３ 法附則第４項に該当する者である旨」と読

み替えるものとする。 

３ この規則施行の際、現に補助者を置いている行政書士であつても、新たに、府令第５条の規定によ

る届け出をしなければならない。 

４ 代書人事務所臨検等補助執行員規則（昭和２４年１０月神奈川県規則第８５号）は、廃止する。 

附  則 （昭和２７年４月１日規則第１２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附  則 （昭和２９年６月２２日規則第３９号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和２９年４月１５日から適用する。 

附  則 （昭和３０年４月１日規則第２７号） 

この規則は、公布の日から施行する。（後略） 

附  則 （昭和３０年１０月１０日規則第６３号） 

この規則は、公布の日から施行する。但し、高座地方事務所の廃止及び愛甲地方事務所の名称変更に

かかるものは、昭和３０年７月１１日から適用する。 
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附  則 （昭和３５年９月２７日規則第７４号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１９条の改正規定は、昭和３５年１０月１日から

施行する。 

２ この規則施行の際、改正前の行政書士法施行細則（次項において「旧規則」という。）第６条第１

項、第１１条又は第１７条の規定により、既に交付された行政書士試験合格証、行政書士登録証明書

又は立入検査証は、改正後の行政書士法施行細則の各相当規定により交付されたものとみなす。 

３ 旧規則の規定に基づいて定められた第３号様式、第６号様式及び第９号様式の用紙が残存するとき

は、当該様式に関しては、当該用紙が残存する間、なお、従前の例による。 

附  則 （昭和３７年８月２８日規則第７６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附  則 （昭和３７年１２月２１日規則第１１４号） 

この規則は、昭和３８年１月１日から施行する。 

附  則 （昭和３９年８月２１日規則第１２８号） 

この規則は、昭和３９年９月１日から施行する。 

附  則 （昭和４２年１０月１３日規則第８１号） 

１ この規則は、昭和４２年１１月１日から施行する。 

２ この規則施行の際すでに依頼を受けているものについての報酬額は、なお従前の例による。 

附  則 （昭和４４年７月１６日規則第７３号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際、改正前の行政書士法施行細則第６条第１項及び第１０条第１項の規定により既

に交付された行政書士試験合格証及び行政書士登録証明書は、改正後の行政書士法施行細則の各相当

規定により交付されたものとみなす。 

附  則 （昭和４５年７月２１日規則第８７号） 

１ この規則は、昭和４５年８月１日から施行する。 

２ この規則施行の際すでに依頼を受けているものについての報酬額は、なお従前の例による。 

附  則 （昭和４６年３月２３日規則第２３号） 

この規則は、昭和４６年４月１日から施行する。 

附  則 （昭和４６年１１月５日規則第１１３号） 

この規則中第１条の規定は昭和４６年１２月１日から、第２条の規定は昭和４７年１２月１日から施

行する。 

附  則 （昭和５３年６月３０日規則第４３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附  則 （昭和５４年６月１日規則第５４号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の行政書士法施行細則（以下「旧規則」という。）第５号様式によ

り交付されている立入検査証は、改正後の行政書士法施行細則第５号様式により交付された立入検査

証とみなす。 

３ 旧規則第５号様式に基づいて調製した用紙は、当該用紙が残存する間、なお使用することができる。 

附  則 （昭和５５年７月１５日規則第９１号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 
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２ この規則の施行の際現に交付されているこの規則による改正前の行政書士法施行細則第３号様式に

よる行政書士試験合格証は、この規則による改正後の行政書士法施行細則第３号様式による行政書士

試験合格証とみなす。 

附  則 （昭和５６年３月２４日規則第２０号） 

１ この規則は、昭和５６年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に交付されているこの規則による改正前の行政書士法施行細則第１１条第１

項の行政書士登録証明書は、この規則による改正後の行政書士法施行細則第１１条第１項の行政書士

登録証明書とみなす。 

附  則 （昭和５８年３月２５日規則第３１号） 

この規則は、昭和５８年４月１日から施行する。 

附  則 （昭和５９年６月２９日規則第６４号） 

この規則は、昭和５９年１０月１日から施行する。ただし、第２号様式の改正規定は、公布の日から

施行する。 

附  則 （昭和６１年３月３１日規則第３１号） 

この規則は、昭和６１年４月１日から施行する。 

附  則 （昭和６３年７月８日規則第５５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附  則 （平成２年６月２６日規則第３７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附  則 （平成３年３月２６日規則第１３号抄） 

１ この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

附  則 （平成５年７月３０日規則第７６号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に交付されているこの規則による改正前の行政書士法施行細則第６条第２項

の行政書士試験合格証明書は、この規則による改正後の行政書士法施行細則第６条第２項の行政書士

試験合格証明書とみなす。 

附  則 （平成６年３月３１日規則第６２号） 

この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

附  則 （平成７年３月３１日規則第５８号） 

１ この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正前の各規則に定める様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調

整をして使用することができる。 

附  則 （平成８年６月２５日規則第９３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附  則 （平成１２年３月３１日規則第１９号） 

１ この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に第１条の規定による改正前の行政書士法施行細則第６条第１項の規定によ

り交付された行政書士試験合格証に係る行政書士試験合格証明書の交付については、なお従前の例に

よる。 

附  則 （平成１６年７月３０日規則第６７号） 

１ この規則は、平成１６年８月１日から施行する。 
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２ この規則の施行の際現に改正前の行政書士法施行細則第３号様式により交付されている立入検査証

は、改正後の行政書士法施行細則第３号様式により交付された立入検査証とみなす。 

附  則 （平成１９年３月３０日規則第４６号） 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の行政書士法施行細則第３号様式により交付されている立入検査証

は、改正後の行政書士法施行細則第３号様式により交付された立入検査証とみなす。 

附  則 （平成２２年１２月２８日規則１１１号） 

この規則は、平成２３年１月１日から施行する。 
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第１号様式（第１条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦長型） 

第    号 

 

行 政 書 士 試 験 合 格 証 明 書                

住 所      

氏 名      

生 年 月 日      

合格年月日 

合 格 番 号      

 

 行政書士法（昭和２６年法律第４号）による行政書士試験に合格したことを証明し

ます。 

 

     年  月  日 

神奈川県知事  氏 名   □印   
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第２号様式（第２条関係）（用紙 縦８センチメートル 横６センチメートル） 

 

 （表） 

第  号  

立 入 検 査 証              

職  

氏名 

 上記の者は、行政書士法第４条の１２の規定により立入検査を行う者であること

を証明します。 

    年  月  日 

神奈川県知事       □印  

 （裏） 

行 政 書 士 法 （ 抜 粋 ）              

 第４条の１２ 

 ２ 委任都道府県知事は、その行わせることとした試験事務の適正な実施を確保

するため必要があると認めるときは、指定試験機関に対し、当該試験事務の状

況に関し必要な報告を求め、又はその職員に、当該試験事務を取り扱う指定試

験機関の事務所に立ち入り、当該試験事務の状況若しくは設備、帳簿、書類そ

の他の物件を検査させることができる。 

 ３ 前２項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。 
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第３号様式（第４条関係）（用紙 縦８センチメートル 横６センチメートル） 

 

 （表） 

第  号  

立 入 検 査 証              

職  

氏名 

 上記の者は、行政書士法第13条の22の規定により立入検査を行う者であることを

証明します。 

   年  月  日 

神奈川県知事        □印  

 （裏） 

行 政 書 士 法 （ 抜 粋 ）              

第13条の22 都道府県知事は、必要があると認めるときは、日没から日出までの時

間を除き、当該職員に行政書士又は行政書士法人の事務所に立ち入り、その業務

に関する帳簿及び関係書類（これらの作成又は保存に代えて電磁的記録の作成又

は保存がされている場合における当該電磁的記録を含む。）を検査させることがで

きる。 

２ 前項の場合においては、都道府県知事は、当該職員にその身分を証明する証票

を携帯させなければならない。 

３ 当該職員は、第１項の立入検査をする場合においては、その身分を証明する証

票を関係者に呈示しなければならない。 

 


